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	1. 外国の組織体の法人該当性に関する判断基準
	最高裁判決では、外国法に基づいて設立された組織体が日本の租税法上の外国法人に該当するか否かを判断するための基準として、以下の2つのステップが示されました。
	《ステップ 1》
	その組織体に係る設立根拠法令の規定の文言や法制の仕組みから、その組織体がその外国の法令において日本法上の法人に相当する法的地位を付与されていること又は付与されていないことが疑義のない程度に明白であるか否かを検討する。
	《ステップ 2》（ステップ 1で判断できない場合のみ）
	その組織体が権利義務の帰属主体であると認められるか否かを検討する。
	（具体的には、その組織体の設立根拠法令の規定の内容や趣旨等から、その組織体が自ら法律行為の当事者となることができ、かつ、その法律効果がその組織体に帰属すると認められるか否かという点を検討することとなる。）
	2. デラウェアLPSへのあてはめ
	最高裁判決では、1で述べた判断基準をデラウェアLPSにあてはめて、以下のように検討し、デラウェアLPSを日本の租税法上の外国法人に該当するものとすべきであると結論づけています。
	《ステップ 1》
	 デラウェア州改正統一リミテッド・パートナーシップ法（デラウェア州LPS法）において同法に基づいて設立されるリミテッド・パートナーシップが「separate legal entity」となるものと定められていることをもって、デラウェアLPSに日本法上の法人に相当する法的地位が付与されているか否かを疑義のない程度に明白であるとすることは困難である。
	 デラウェア州LPS法や関連法令の他の規定の文言等を参照してもデラウェアLPSがデラウェア州法において日本法上の法人に相当する法的地位を付与されていること又は付与されていないことが疑義のない程度に明白であるとはいい難い。
	《ステップ 2》
	 デラウェア州LPS法は、リミテッド・パートナーシップにつき、営利目的か否かを問わず、一定の例外を除き、いかなる合法的な事業、目的又は活動をも実施することができる旨を定めるとともに、同法若しくはその他の法律又はそのリミテッド・パートナーシップのパートナーシップ契約により付与された全ての権限及び特権並びにこれらに付随するあらゆる権限を保有し、それを行使することができる旨を定めている。
	 このようなデラウェア州LPS法の定めに照らせば、同法は、リミテッド・パートナーシップにその名義で法律行為をする権利又は権限を付与するとともに、リミテッド・パートナーシップ名義でされた法律行為の効果がリミテッド・パートナーシップ自身に帰属することを前提とするものと解され、このことは、同法において、パートナーシップ持分（partnership interest）がそれ自体として人的財産（personal property）と称される財産権の一類型であるとされ、かつ、構成員であるパートナーが特定のリ...
	 上記のようなデラウェア州LPS法の定め等に鑑みると、デラウェアLPSは、自ら法律行為の当事者となることができ、かつ、その法律効果がデラウェアLPSに帰属するものということができるから、権利義務の帰属主体であると認められる。
	3. 最高裁判決を受けた対応
	この判決を受けて、デラウェアLPS経由の投資案件等については、再検討が必要となるでしょう。
	また、この最高裁判決は、外国の組織体について、日本の租税法上の法人該当性の判断基準を初めて最高裁が示したものですので、ここで示された判断基準に基づき、その他の外国の組織体の税務処理を見直すことが必要となる可能性があります。
	今後、税務当局から何らかの指針が示されるかどうかも注目されるところです。

